
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（44）最判平成23年 7 月15日民集65巻 5 号2269頁。
（45）大澤彩・前掲注27　85頁。
















































































































































（114）東京地裁平成26年 9 月 3 日24（ワ）30553号（2014WLJPCA09038010）。本事例
は、禁止規定に基づく IDの利用停止措置の解除等を求めた事例である。
（115）東京地裁平成27年 3 月31日平24（ワ）30809号（2015WLJPCA03318016）。本判決
は、①当該条項により負う不利益は、為替相場という不確実な要素の変動による結果
にすぎず，通貨転換条項自体によるものとできない、②被告は投資会社の取締役とい
う地位にあったから、為替リスクを認識し理解するに足りる十分な能力を有していた
ものと推認することができる、③為替リスクの存在を理解していることを表明してお
り、④契約当時は円建てが被告に有利であったことから、円建てによる借り入れを行
っている、を認定している。
（116）　この点について、不当条項規制において個別的事情を考慮すべきかという問題と
関連する。
（117）　河上・前掲注84　75頁参照。
